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１．はじめに 

２．不登校の現状と対応 

３．いじめの現状と対応 

４．学校教育法改正案（専修学校における教育の充実） 

５．おわりに 

 

 

１．はじめに 

  岸田内閣総理大臣は、第212回国会（臨時会）における所信表明演説の中で、不登校・い

じめに対する対策の強化や、教員の処遇見直し等を通じた公教育の再生に取り組む旨を表

明した1。このうち、後者については、現在、中央教育審議会において審議が行われており、

令和６年春頃を目途に方向性が示される見込みである2。 

  そこで本稿では、喫緊の課題である不登校・いじめの現状と政府の対応について概観す

るとともに、第213回国会（常会）に提出が予定される専修学校における教育の充実のため

の学校教育法の一部を改正する法律案の概要を紹介する。 

 

２．不登校の現状と対応 

（１）「不登校」に関する調査結果 

ア  不登校の児童生徒数 

   令和５年10月４日に文部科学省が公表した令和４年度の「児童生徒の問題行動・不登

校等生徒指導上の諸課題に関する調査」（以下「諸課題調査」という。）によると、小・

中学校の不登校児童生徒数が10年連続で増加し、過去最多となった。 

 
1 第212回国会参議院本会議録第２号２頁（令5.10.23） 
2 中央教育審議会初等中等教育分科会質の高い教師の確保特別部会（第１回）議事録（令5.6.26） 
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    令和４年度における小・中学校の不登校児童生徒数は299,048人（前年度244,940人）

であり、前年度から54,108人増加した（図表１参照）3。なお、高等学校は60,575人（前

年度50,598人）である。 

    10年連続で小・中学校の不登校児童生徒数が増加した理由として、文部科学省は、保

護者の学校に対する意識の変化のほか、長期化するコロナ禍による生活環境の変化によ

り生活リズムが乱れやすい状況が続いたこと、交友関係を築くことが難しかったことな

ど、登校する意欲が湧きにくい状況にあったこと等も背景として考えられるとしている。 

 

図表１ 不登校児童生徒数の推移 

 

 （出所）文部科学省「令和４年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果の概要」（令5.10.4） 

 

イ  学校内外での相談･指導の状況 

    小・中学校の不登校児童生徒のうち、学校内外の機関等で相談・指導を受けた者は

184,831人、受けていない者は114,217人である4。相談・指導を受けた児童生徒の割合は

61.8％（前年度63.7％）であり、低下を続けている（図表２参照）。 

 

図表２ 不登校児童生徒が学校内外で相談・指導等を受けた状況 

 

 （出所）文部科学省「令和４年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果の概要」（令5.10.4） 

 
3 諸課題調査では、年度間に30日以上登校しなかった児童生徒数を理由別に調査しており、このうち「何らか

の心理的、情緒的、身体的、あるいは社会的要因・背景により、児童生徒が登校しないあるいはしたくとも

できない状況にある者（ただし、「病気」や「経済的理由」、「新型コロナウイルスの感染回避」による者を除

く。）」を「不登校」としている。 
4 学校内外の機関等は、教育支援センター、児童相談所、病院、養護教諭、スクールカウンセラー等の相談員

等を指し、学校内外の機関等で相談･指導等を受けていない不登校児童生徒には、担任等の教職員が相談・指

導をしている児童生徒を含む。 
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（２）文部科学省等の対応 

ア  教育機会確保法に基づく取組 

    不登校児童生徒に対する教育機会の確保については、平成28年12月に議員立法により

成立した「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法

律（平成28年法律第105号）」（教育機会確保法）により、初めて体系的に法律で規定され

た。 

    翌29年３月、文部科学大臣は、同法に基づき基本指針を策定した5。基本指針では、不

登校児童生徒への支援に際し、登校という結果のみを目標にするのではなく、児童生徒

が自らの進路を主体的に捉えて、社会的に自立することを目指す必要がある等とされた。 

  この指針に基づき、不登校児童生徒に対する様々な施策が行われており、不登校児童

生徒への支援体制等の現状は、図表３のとおりである。 

 

図表３ 不登校児童生徒への支援体制等の現状 

教育支援センター 

（適応指導教室） 

・各地域の教育委員会が開設していて、児童生徒一人一人に合わせた個別学習

や相談などを行ってくれる場所。市の施設など、公の建物の中にあることが多

い。 

（令和５年２月現在、単独で設置している市町村：1,147、他の自治体と共同設

置している市町村：126、設置していないが設置を検討している市町村：134） 

校内教育支援センター 

（スペシャルサポート

ルーム等） 

・学校には行けるけれど自分のクラスには入れない時、少し気持ちを落ち着か

せてリラックスしたい時に利用できる、学校内の空き教室等を活用した部屋の

こと。児童生徒のペースに合わせた相談や学習サポート等が行われている。 

（令和５年２月現在、全ての学校に設置している市町村：228、設置している学

校がある市町村：1,015） 

学びの多様化学校 

（不登校特例校）6 

・不登校児童生徒を対象として、その実態に配慮した特別の教育課程を編成す

る必要があると認められる場合、指定を受けた特定の学校において教育課程の

基準によらずに特別の教育課程を編成して教育を実施する。 

（令和５年４月時点で24校） 

フリースクール 

・民間において自主的に設置・運営されており、不登校児童生徒に対し、個別の

学習・カウンセリング、社会体験や自然体験などの体験活動、授業形式（講義形

式）による学習などを行っている。  

指導要録上の出席扱いに

ついての措置等 

・教育支援センターやフリースクールなど学校外の機関で指導等を受ける場合

や、自宅においてＩＣＴ等を活用した学習活動を行った場合について、一定の

要件を満たすときは指導要録上出席扱いとすることができる。 

 （出所）文部科学省「不登校に関する調査研究協力者会議」（令3.10.6）資料１「文部科学省における不登校児童生徒への

支援施策」等より作成 

 

イ  最近の文部科学省等の対応 

    令和４年10月27日に公表された令和３年度の諸課題調査において、小・中学校の不登

校児童生徒数が過去最多（当時）となった結果等を踏まえ、不登校により学びにアクセ

 
5 「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する基本指針」（平29.3.31）  
6 不登校特例校の児童生徒・教職員への意見募集を経て、令和５年８月、「不登校特例校」の新たな名称を「学

びの多様化学校」とすることが文部科学大臣から公表された。 
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スできない子供たちをゼロにすることを目指し、文部科学大臣は、令和５年３月31日、

「誰一人取り残されない学びの保障に向けた不登校対策」（COCOLOプラン）を取りまとめ

た（図表４参照）。 

 

図表４ 「COCOLOプラン」（概要） 

 
 （出所）文部科学省「誰一人取り残されない学びの保障に向けた不登校対策「COCOLOプラン」（概要）」（令5.3.31） 

 

    文部科学省は、同プラン中、「１．不登校児童生徒が学びたいと思った時に学べる環境

の整備」、「２．不登校児童生徒の保護者への支援」、「３．早期発見・早期支援のための

福祉部局と教育委員会との連携強化」、「４．学校の風土の「見える化」」の４点について

は、速やかに推進していくことが重要との通知を発出している7。 

    その後、同年10月４日に公表された令和４年度の諸課題調査8等を踏まえ、同月16日、

岸田内閣総理大臣出席の下、性犯罪・性暴力対策強化のための関係府省会議・こどもの

性的搾取等に係る対策に関する関係府省連絡会議・誰一人取り残されない学びの保障に

向けた不登校対策推進本部を合同で開催し、同会議において岸田内閣総理大臣から盛山

文部科学大臣に対し、「不登校対策について、子供にとって落ちついた環境となる学校内

の教育支援センターの設置促進、子供一人一人のＩＣＴ（情報通信技術）端末を活用し

早期発見と支援を行う心の健康観察の推進、スクールカウンセラー等の配置充実、（中略）

 
7 文部科学省「誰一人取り残されない学びの保障に向けた不登校対策について（通知）」（令5.3.31） 
8 本稿２．（１）参照 
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などの取組を加速化し、緊急的に対応すべきものを経済対策に盛り込み、速やかに実行」

するよう指示があった9。 

    それを受け、文部科学省は、翌17日に「不登校・いじめ  緊急対策パッケージ」を取

りまとめた。同パッケージにおいて、不登校の児童生徒全ての学びの場の確保、心の小

さなＳＯＳの早期発見、安心して学べる学校づくり等のため、令和５年３月に取りまと

めた不登校対策であるCOCOLOプランを前倒しして取り組むこととされた（図表５参照）。 

 

図表５ 不登校・いじめ  緊急対策パッケージ 

 
 （出所）文部科学省「不登校・いじめ  緊急対策パッケージ」（令5.10.17） 

 

    同年11月２日、政府は「デフレ完全脱却のための総合経済対策」を閣議決定した。同

対策において、不登校については、質の高い公教育を再生するため、「不登校児童生徒の

心や体調の変化へ早期の対処を図るため、１人１台端末を活用した「心の健康観察」の

導入を支援するとともに、スクールカウンセラー等の配置を充実する。不登校児童生徒

の学びの継続を支援するため、自分のクラスに入りづらい児童生徒のための校内教育支

援センターの設置を支援する。」とされた10。 

    同年12月22日、政府は、「こども基本法（令和４年法律第77号）」に基づき「こども大

 
9 第９回性犯罪・性暴力対策強化のための関係府省会議・第14回こどもの性的搾取等に係る対策に関する関係

府省連絡会議・第３回誰一人取り残されない学びの保障に向けた不登校対策推進本部合同会議議事概要４頁

（令5.10.16） 
10 「デフレ完全脱却のための総合経済対策」（令5.11.2閣議決定）60頁 
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綱」を閣議決定した。同大綱において、「不登校のこどもへの支援」の項目が設けられ、

取組を進めることとされた11。 

ウ  令和５年度補正予算及び令和６年度予算での対応 

    令和５年11月29日に成立した令和５年度補正予算においては、いじめ対策と重複はあ

るが、「不登校児童生徒等の学び継続事業」として①校内教育支援センターの設置促進

（29億円）、②教育支援センターのＩＣＴ環境の整備（２億円）、③スクールカウンセラー・

スクールソーシャルワーカーの配置充実（７億円）が、「不登校児童生徒等の早期発見・

早期支援事業」として①教育支援センターの総合的拠点機能形成（３億円）、②（いじめ・

不登校・自殺リスク等の早期把握に向けた）１人１台端末等を活用した「心の健康観察」

の導入推進（10億円）、③不登校・いじめ対策等の効果的な活用の推進（１億円）がそれ

ぞれ措置された。 

    また、同年12月22日に閣議決定された令和６年度予算においては、「不登校対策COCOLO

プラン関連事業」に89億円（前年度86億円）等が計上されている。 

 

（３）主な課題 

 様々な不登校対策が打ち出されているものの、不登校児童生徒数は過去最多となった。

特に、２．（１）イのとおり、学校内外での相談・指導を受けていない不登校児童生徒数は

約４割に上っている。安心して相談・指導を受けることができる体制の整備が急務であり、

スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカーの配置充実を始めとする対策の速や

かな実行が求められる。 

  文部科学省は、学びの多様化学校に関しては、COCOLOプランにおいて、その設置を促進

しているが、個々の児童生徒に応じた教育を行うために手厚い人員配置を行うのであれば、

自治体の財政負担が大きくなることから、財政支援についての議論を進める必要がある。 

  フリースクールに関しては、COCOLOプランにおいて「学校や教育委員会とＮＰＯやフリー

スクール等との連携を強化」するとされている。フリースクールは学校教育法（昭和22年

法律第26号）に定められた学校ではなく、不登校児童生徒に対し、学習活動、教育相談、

体験活動などの活動を行っている民間の施設であり、民間の自主性・主体性の下に設置・

運営されている。不登校児童生徒の学びの確保のために重要な役割を果たしているフリー

スクールの重要性について、改めて議論を進める必要がある。 

 

３．いじめの現状と対応 

（１）「いじめ」に関する調査結果 

ア  いじめの認知件数 

    令和５年10月４日に文部科学省が公表した令和４年度の諸課題調査によると、全国の

小・中・高等学校及び特別支援学校におけるいじめ12の認知件数は681,948件（前年度

 
11 「こども大綱」（令5.12.22閣議決定）29～30頁 
12 「いじめ防止対策推進法（平成25年法律第71号）」において、「いじめ」は、「児童等に対して、当該児童等が

在籍する学校に在籍している等当該児童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影
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615,351件）であり、前年度に比べ66,597件増加し、過去最多となった（図表６参照）。 

    令和４年度に過去最多となった理由として、文部科学省は、部活動や学校行事などの

様々な活動が再開されたことによる接触機会の増加、いじめ防止対策推進法におけるい

じめの定義やいじめの積極的な認知に対する理解が広がったこと、アンケートや教育相

談の充実などによる生徒に対する見取りの精緻化、ＳＮＳ等のネット上のいじめについ

ての積極的な認知等により、いじめの認知件数が増加したと考えられるとしている。 

 

図表６ いじめの認知件数の推移 

 
 （出所）文部科学省「令和４年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果の概要」（令5.10.4） 

 

イ  いじめの解消状況 

    令和４年度末時点でのいじめの解消状況については、525,773件（77.1％）（前年度

493,154件（80.1％））となっている。解消件数は増加したが比率が低下したことについ

て、文部科学省は、安易にいじめを解消したとせず、丁寧な対応を行っていること、Ｓ

ＮＳ等のネット上のいじめなど、見えづらい事案が増加したことなどが考えられるとし

ている。 

ウ  いじめの「重大事態」の状況 

    いじめの「重大事態」は、「いじめ防止対策推進法」第28条第１項第１号に「いじめに

より当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがある

と認めるとき」、同項第２号に「いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学

校を欠席することを余儀なくされている疑いがあると認めるとき」と規定されている。

また、同項には、「重大事態」への対処・同種の事態の発生防止のため、速やかに組織を

設置し事実関係を明確にするための調査を行うものとする旨規定されている。 

    「重大事態」の件数は923件（前年度706件）であり、前年度に比べ217件（30.7％）増

加し過去最多となった（図表７参照）。増加の要因として、文部科学省は、いじめ防止対

策推進法の理解が進んだことによる積極的な認定や保護者の意向を尊重した対応がなさ

れている一方、学校としてのいじめの認知や組織的な対応に課題があったことが考えら

 
響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童等

が心身の苦痛を感じているもの」（第２条第１項）と定義されている。 
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れるとしている。 

    「重大事態」923件のうち、357件（前年度310件）（38.7％（前年度43.9％））は、「重

大事態」として把握する以前には、いじめとして認知していなかった。文部科学省は、

この点について、前年度と比較して、認知していなかった比率は低下したが、いまだ学

校としていじめの認知に課題があるとしている。 

 

図表７ 「いじめ防止対策推進法」第28条第１項に規定する「重大事態」の発生件数 

 

 （出所）文部科学省「令和４年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果の概要」（令5.10.4） 

 

（２）文部科学省等の対応 

ア  「いじめ防止対策推進法」等に基づく取組 

    「いじめ防止対策推進法」は、平成25年６月、議員立法により成立した。成立の背景

は、平成23年10月11日、滋賀県大津市の中学生がいじめを理由に自らその命を絶つとい

う痛ましい事案をきっかけに、いじめが大きな社会問題となったことによる13。 

    「いじめ防止対策推進法」では、国・地方公共団体・学校の各主体は、いじめの防止

等のための対策に関する基本的な方針（以下「基本方針」という。）を定めることや（国・

学校は義務、地方公共団体は努力義務）、「重大事態」が発生した場合の対応等について

規定している。 

    同法の成立から平成年間の文部科学省等の主な対応状況は、次のとおりである。 

 

 

 

 
13 小林美津江「いじめ防止対策推進法の成立」『立法と調査』No.344（平25.9.3） 
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図表８ 「いじめ防止対策推進法」成立から平成年間の文部科学省等の主な対応状況 

平成25年６月 「いじめ防止対策推進法」成立（同年９月施行）。 

        10月 文部科学省、「基本方針」策定。 

平成28年度 「いじめ防止対策推進法」附則に施行後３年を目途に検討することが規定されているこ

とから、「いじめ防止対策協議会14」において、法の施行状況について検証を実施。 

        11月 いじめ防止対策協議会、「いじめ防止対策推進法の施行状況に関する議論のとりまとめ」

を提言。 

平成29年３月 文部科学省、「基本方針」改定・「いじめの重大事態の調査に関するガイドライン」策定。 

平成30年３月 総務省、「いじめ防止対策の推進に関する調査結果に基づく勧告」を文部科学省と法務省

に実施。文部科学省に対し、「法のいじめの定義を限定解釈しないこと」・「法等に基づく

措置を確実・適切に講ずること」の周知徹底を要求。 

      ９月 文部科学省、「いじめ対策に係る事例集」作成。 

 （出所）筆者作成 

 

イ  最近の文部科学省等の対応 

    令和３年10月13日に公表された令和２年度の諸課題調査において、いわゆるネットい

じめの件数が増加し、時代や生活様式の変化等によって、いじめの態様が変化している

ことを踏まえ、文部科学省は、令和４年５月、「いじめ対応の更なる強化・改善について

（通知）」を都道府県教育委員会等に発出し、いじめ問題に対する基本認識の徹底やいじ

めを見逃さない体制の整備等を求めた。 

    令和４年10月27日に公表された令和３年度の諸課題調査において、「重大事態」の件数

が700件を超えるという状況等を踏まえ、「いじめ防止対策に関する関係府省連絡会議」

が、同年11月及び令和５年２月の２回、開催された。同会議での議論等を踏まえ、同月、

いじめ問題への的確な対応に向けた警察との連携等の徹底に関し、文部科学省は都道府

県教育委員会等に通知を発出した。 

    令和５年４月に発足したこども家庭庁は、「いじめの防止等に関する相談の体制その

他の地域における体制の整備に関すること」を所掌するとされている。いじめに関して

は、文部科学省は、主に教育委員会・学校を通じた対策を、こども家庭庁は、主に学校

外からの対策（自治体の首長部局を通じた対策）を図ることとされた（図表９参照）。 

 

 

 

 

 

 

 
14 国の「基本方針」に基づき、学校関係者や各種職能団体等の関係団体から有識者の参画を得て、「いじめ防

止対策推進法」に基づく取組状況の把握と検証を的確に行うとともに、いじめの問題等に関して、関係者間

の連携強化を図り、より実効的な対策を講じるため、文部科学省に設置されている。 
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図表９ いじめ防止対策に関する取組の推進について 

 

 （出所）こども家庭庁ウェブサイト15 

 

    同年10月４日に公表された令和４年度の諸課題調査において、全国の小・中・高等学

校及び特別支援学校におけるいじめの認知件数及び「重大事態」の件数が過去最多となっ

たこと等を踏まえ、同月17日、文部科学省は、「不登校・いじめ  緊急対策パッケージ」 

16

を取りまとめた。同パッケージにおいて、いじめの重大事態化を防ぐための早期発見・

早期支援を強化することとし、あわせて、国による「重大事態」の分析を踏まえつつ、

個別自治体への取組改善に向けた指導助言及び全国的な対策を強化することとした。 

    同年11月２日に閣議決定された「デフレ完全脱却のための総合経済対策」において、

「いじめ防止対策を強化するため、関係機関が緊密に連携し、学校外からのアプローチ

の開発・実証に取り組む。」とされた。 

    同年12月22日に閣議決定された「こども大綱」において、「いじめ防止」の項目が設け

られ、取組を進めることとされた。 

ウ  令和５年度補正予算及び令和６年度予算での対応 

    不登校対策と重複はあるが、文部科学省においては、令和５年度補正予算では「（いじ

め・不登校・自殺リスク等の早期把握に向けた）１人１台端末等を活用した「心の健康

観察」の導入推進（10億円）」、「不登校・いじめ対策等の効果的な活用の推進（１億円）」

が措置されており、令和６年度予算では「誰一人取り残されない学びの保障に向けた不

登校・いじめ対策等の推進」に88億円（前年度85億円）が計上されている。 

 

（３）主な課題 

 様々ないじめ対策が打ち出されているものの、いじめの認知件数は過去最多となった。

特に、いじめの「重大事態」については、３．（１）ウのとおり、923件中357件は、重大な

 
15 <https://www.cfa.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/533b723e-b2a5-4251-9

729-f180c3a24688/5bc6dc4a/20221124_councils_ijime_boushi_siryou_02-02.pdf>（ＵＲＬの最終アクセス

日は令6.2.5） 
16 図表５参照 
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被害を把握する以前は、いじめとして認知していなかったという状況にある。また、「重大

事態」と認定しながら報告・調査を行わなかった事案もあるとされており17、学校・教育委

員会において、「いじめ防止対策推進法」に基づいた対応が必要である。 

  ただし、現行制度では、「重大事態」に該当するか否かを判断するのは、学校や教育委員

会であるため、学校側に事を荒立てたくないという心理が働き、結果的に加害者を擁護す

るような構図に陥りやすく、被害者側は孤立しがちとの指摘18や、「重大事態」に対して行

われる第三者委員会の調査について、人選が中立でない、いじめが起きた背景や再発防止

策の分析が不十分などといった点が問題になりがちで不信感を抱く被害者が多いとの指

摘  

19がある。 

  このような状況を踏まえ、こども家庭庁においては、自治体や学校の設置者からの要請

に応じて、「第三者性（中立性、公平性）の確保」の観点から、委員の人選に関する助言や、

中立・公平性のある調査方法等について助言を行ういじめ調査アドバイザーを任命してい

る。自治体・学校においては、必要に応じて、いじめ調査アドバイザーの助言も得つつ、

重大事態調査等を行うことが求められる。 

   

４．学校教育法改正案（専修学校における教育の充実） 

（１）専修学校の現状 

専門学校を始めとする専修学校は、学校教育法第１条で定める学校（幼稚園、小学校、

中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学及び高等専門学校）

以外の教育施設で、「職業若しくは実際生活に必要な能力を育成し、又は教養の向上を図る

こと」を目的として組織的な教育を行うもののうち、一定の要件を満たすものであり、昭

和51年に新しい学校制度として創設された。 

専修学校の課程は、①中学校卒業程度を入学資格とする「高等課程」（高等専修学校）、

②高等学校卒業程度を入学資格とする「専門課程」（専門学校）、③入学資格を問わない「一

般課程」の３つである。課程別の学校数等は図表10のとおりである。 

 

図表10 専修学校の学校数等（令和５年５月１日現在） 

 
 （出所）文部科学省「令和５年度学校基本統計（学校基本調査）」等より作成 

 

 
17 『毎日新聞』（令5.4.7） 
18 『毎日新聞』（令5.6.19） 
19 『朝日新聞』（令5.9.28） 

入学資格 学校数 学科数 生徒数

高等課程
（高等専修学校）

中学校等卒業若しくは中等教育学校前期課程修了
又はこれと同等以上の学力がある者

386校 502学科 33,150人

専門課程
（専門学校）

高等学校等を卒業又はこれに準ずる学力がある者 2,693校 8,570学科 555,342人

一般課程 問わない 140校 251学科 19,459人

総計 3,020校（※） 9,323学科 607,951人

※学校数の総計は、各課程の重複を除く
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（２）改正案の概要

  文部科学省には、社会の要請に応える専修学校の質の保証・向上に関する調査研究等を

行うため「専修学校の質の保証・向上に関する調査研究協力者会議」が設置されている。

同会議は、人生100年時代やデジタル社会の進展の中で、職業に結び付く実践的な知識・技

能・技術や資格の修得に向けて、リカレント・リスキリング教育を含めた職業教育の重要

性が高まっていること等を踏まえ、議論を続けてきた。 

  令和６年１月24日、同会議は、「実践的な職業教育機関としての専修学校の教育の質保

証・向上と振興に向けて」と題する報告書案について協議を行った。同報告書案において、

専門学校における教育と大学における教育との間の制度的な整合性を高め、両者の間の円

滑な移行を可能にするとともに、専門学校卒業生の学修成果の社会的な評価の向上や学修

継続の機会を確保するため、必要な制度改正が求められるとされている。 

  以上のような状況を踏まえ、文部科学省は、第213回国会において、専修学校における教

育の充実を図るため、専修学校に専攻科を置くことができることとするとともに、専門課

程の入学資格の厳格化、一定の要件を満たす専門課程の修了者への称号の付与、専門課程

を置く専修学校への自己点検評価の義務付け等の措置を講ずる学校教育法改正案の提出を

予定している。 

５．おわりに 

  文部科学分野における課題は、本稿で取り上げた以外にも、教職員の働き方改革、少子

化が進行する中での高等教育の在り方、科学技術分野における研究力の向上と優秀な人材

の育成、スポーツ立国・文化芸術立国の実現など、多岐にわたる20。 

 引き続き、それぞれの施策の検討状況、事業の実施状況等を注視していく必要がある。 

（きたわき たつや） 

20 その他の文部科学分野における主な予算上の措置については、令和６年度文部科学省予算のポイントをその

背景とともに説明した、高野涼子「令和６年度文部科学省予算のポイント」『立法と調査』No.463（令6.2.7）

を参照のこと。 

入学資格 学校数 学科数 生徒数

高等課程
（高等専修学校）

中学校等卒業若しくは中等教育学校前期課程修了
又はこれと同等以上の学力がある者

386校 502学科 33,150人

専門課程
（専門学校）

高等学校等を卒業又はこれに準ずる学力がある者 2,693校 8,570学科 555,342人

一般課程 問わない 140校 251学科 19,459人

総計 3,020校（※） 9,323学科 607,951人

※学校数の総計は、各課程の重複を除く




